
１ 

参考２「行革大綱に係る重点改革プログラム」の取組状況（平成 26 年 7 月 31 日現在）  ※二重下線は平成 25 年 7 月 31 日現在（公表済）からの進行部分 
 

※「取組状況」欄の「○」は実施済み、「◎」は実施予定の取組内容を示す。

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

１－１ 

芸術文化センター 

(栄施設)への指定管

理者制度の導入など

による活性化 

○指定管理者制度の導入方法

を平成 23 年度中に検討 

○運営の見直し等の活性化策

についても併せて検討 

県民生活部 ○指定管理者制度導入検討 ○制度設計 ○制度導入   

  ・総合的な県民サービスの向

上と一層の利用拡大 

（年間入館者200万人以上）

  

取組状況 

○指定管理者制度の導入に

ついて検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用者サービス向上のた

めの運営の見直し等を検

討 

○指定管理者制度の導入内

容を検討 

○26 年 4 月からの芸術劇場

を中心とした指定管理者

制度導入及び芸術劇場利

用時間拡大等のため関係

条例を改正（2月議会） 

 

 

 

 

○利用者サービス向上の取

組を実施 

 【取組例】 

・劇場利用受付期限の改

正（5月実施） 

・インターネットによる

申請様式提供（6 月実

施） 

○芸術劇場及び文化情報セ

ンターを対象とする指定

管理者の指定議案を議決

（12 月議会） 

○指定管理者を指定(12 月)

○指定管理者において芸術

劇場館長の就任予定者公

表（12 月） 

○指定管理者と基本協定締

結（26 年 3 月） 

 

 

（継続実施） 

 

○指定管理者制度導入にあ

わせた愛知芸術文化セン

ターの組織改編（4 月実

施） 

○芸術劇場及び文化情報セ

ンターを対象として指定

管理者制度導入（4 月実

施） 

 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間中

の成果＞ 

愛知芸術文化センターのより

柔軟で効果的な運営を行うとと

もに、一層の活性化を目指し、

あいちトリエンナーレ 2013 実施

後から芸術劇場を中心に指定管

理者制度を導入した。 

利用者サービスの向上に取組

み、25 年度には年間入館者数が

200 万人以上（220.6 万人）とな

った。 

年間入館者 176.9 万人 192.4 万人 220.6万人  

１－２ 

芸術文化センター

（図書館）への指定 

管理者制度の導入な

どによる活性化 

○施設管理業務を対象とし

て、平成 25 年度を目標に指

定管理者制度を導入 

県民生活部 ○指定管理者制度導入検討 ○指定管理者公募 ○制度導入   

  ・施設運営の一層の効率化   

取組状況 

○指定管理者制度の導入内

容を検討 

○25 年 4 月からの施設管理

業務を対象とした指定管

理者制度導入に向けて関

係条例を改正（6月議会）

○指定管理者を公募（9月実

施） 

○指定管理者の選定（10 月、

11 月実施） 

○指定管理者を指定（12 月）

 

○指定管理者制度導入（4月実

施） 

 ＜第五次行革大綱の計画期間中

の成果＞ 

効率的でより効果的な維持管

理を図るため、芸術文化センタ

ー（図書館）の施設管理業務に

指定管理者制度を導入した。 



２ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２ 

陶磁資料館への指定

管理者制度の導入な

どによる活性化 

○新たな館の魅力を引き出す

民間のアイデアや活力を導

入した方策等を検討し、平

成 24 年度から実施 

○施設管理業務を中心とした

指定管理者制度の導入効果

及び可能性を平成 24 年度

までに検討 

○開館 35 周年（平成 25 年）

に合わせ、我が国有数の陶

磁専門施設にふさわしい名

称に変更 

県民生活部 ○民間活用方策の検討及び

実施準備 

○民間活用方策を随時実施    

○施設管理業務を中心とし

た指定管理者制度の導入

効果及び可能性について

検討 

 

（結論）

 

   

○陶磁資料館の名称変更調

査 
○名称変更手続き 

 （条例改正等） 
○名称変更 

 （開館 35 周年） 
  

  ・利用者の拡大 

（年間入館者 10 万人以上）

  

取組状況 

○有識者へのヒアリングを

実施し、民間活用方策を

洗出し（1月実施） 

 

 

○民間活用方策の実施 

  

【取組例】 

・企業のＣＳＲ活動誘致

（6月実施） 

・リニモ周辺施設との連

係事業（リニモ沿線ミ

ュージアムウィーク）

の実施（10 月実施） 

・ホームページリニュー

アル（2月実施） 

 

（継続実施） 

 【取組例】 

・リニモ周辺施設との連携事

業（リニモ沿線ミュージア

ムウィーク）の実施（10 月

実施） 

 

（◎継続実施） 

【取組例】 

・企業のＣＳＲ活動誘致 

・リニモ周辺施設との連携事

業の実施 

 

＜第五次行革大綱の計画期間中

の成果＞ 

民間活用方策の実施、名称変

更及び愛称、マスコットキャラ

クターの作成などの館の活性化

に取り組んだ結果、利用者が拡

大した（23 年度年間入館者 10 万

人以上（10.9 万人）を達成）。 

指定管理者制度の導入につ

いて検討したところ、業務委託

の大部分を長期継続契約にす

るなどして既に経費を大きく

削減しており、制度導入による

大幅な削減効果は見込めない

ため、導入は見送ることとし

た。 

○施設管理業務を中心とし

た指定管理者制度の導入

効果及び可能性を検討 

・施設管理業務を対象に

指定管理者制度導入済

の先例（3施設）の他県

調査を実施（2月実施）

 

（継続実施） 

 

 

 

（継続実施） 

 

○検討の結果、制度導入に

よる大幅な削減効果は見

込めないことから、導入

見送り 

◎引き続き管理運営の更な

る合理化・効率化を推進 

○名称変更に対する県民ア

ンケート実施（24 年 3 月

～4月） 

○新名称の公募（7月実施）

○開館 35 周年(平成 25 年)

に合わせた名称変更に向

けた条例改正等(12月議会)

○愛称･ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰの公募

(1 月実施) 

○｢愛知県陶磁美術館｣に名

称変更（6月実施） 

 

 

○施設の愛称･ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰ

の決定(6 月実施)･使用 

 ・愛称：セラミアム 

 ・マスコット：とうじっち

 

 

 

 

 

年間入館者 10.3 万人 10.3 万人 10.9万人  



３ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３ 

ネーミングライツの

積極的な導入 

○本県の「ネーミングライツ

導入ガイドライン」に基づ

き、平成 23 年度から順次公

募 

総務部 

関係部局 

○ガイドライン策定 

○導入施設検討 

 

 

○一部施設への導入 

 

 

 

（順次導入） 

  

・歩道橋等公の施設 10 箇所

以上を公募 

・公募施設を拡大 

 

 

（順次公募） 

  

  

取組状況 

○ガイドライン策定 

（9月実施） 

 

 

  ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

4 件（歩道橋、森林公園ゴル

フ場、海陽ヨットハーバー、武

道館）について導入し、26 年度

は9,887千円の歳入を売り上げ

た。 

○歩道橋 60か所についてネ

ーミングライツパートナ

ーを公募（3月実施） 

○7 か所の歩道橋で愛称使

用開始（10 月から実施）

 

○森林公園ゴルフ場につい

てネーミングライツパー

トナーを決定（2月実施）

 

 

 

 

 

○導入可能性調査実施（12

月から 3月まで実施） 

 

○3 か所の歩道橋で愛称使

用開始（10 月から実施）

 

○森林公園ゴルフ場につい

て愛称使用開始（4月から

実施） 

○海陽ヨットハーバーにつ

いてネーミングライツパ

ートナーを決定（2 月実

施） 

 

○愛知県武道館についてネ

ーミングライツパートナ

ーを決定（3月実施） 

 

○導入可能性調査実施（12

月から 3月まで実施） 

 

◎歩道橋についてネーミン

グライツパートナーを公

募予定 

 

 

 

○海陽ヨットハーバーにつ

いて愛称使用開始（4月か

ら実施） 

 

 

○愛知県武道館について愛

称使用開始（4 月から実

施） 

４ 

未利用財産の活用方

法への民間からの提

案募集 

○広く民間からアイデアを募

集する仕組を平成 23 年度

中に構築 

総務部 

 

○未利用地リストの作成 

○県ＨＰに未利用地リスト

を掲載し、アイデア募集

を開始 

○未利用地リストの更新 

○アイデア募集の継続実施
   

 ・毎年度１件以上、提案を活

かして具体的な活用に結び

つける。 

   

  

取組状況 

○未利用地リストの作成（2

月実施） 

○県ＨＰに未利用地リスト

を掲載し、アイデア募集を

開始（2月実施） 

○未利用地リストの更新（3

月実施） 

 

（継続実施） 

 

○アイデア提案を活かした

具体的な活用を検討 

○未利用地リストの更新（10

 月、2月実施） 

 

（継続実施） 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

 

（◎継続実施） 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

20 件の提案を受けた。 

 



４ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

５ 

県有地や県施設の空

きスペースの利活用

の拡大  

○一般競争入札による定期借

地権設定貸付を平成 23 年

度から実施 

○新たに貸付用地を生み出し

て一般競争入札により有料

駐車場としての貸付を実施 

○福祉施設整備を目的とした

県有地の活用を推進 

総務部 

健康福祉部 

建設部 

○定期借地権設定による貸
付 

○有料駐車場としての貸付
の拡大 

○福祉施設整備を目的とし
た県有地の活用 

○福祉施設整備事業実施要
綱の策定 

 
 
 
 
 
 

   

・利活用の拡大を、毎年度
１件以上実施 

 
・毎年度 1,500 万円以上の歳

入を確保 

   

  

取組状況 

○定期借地権設定による貸
付の入札（2 月実施(東外
堀町県有地)） 

○定期借地権設定による貸
付（6 月開始(東外堀町県
有地)）歳入額 2,300 万円

 
貸付継続 歳入額2,700万円

 
（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

貸付 1件 
 

 

○有料駐車場としての貸付
の入札（2 月実施(大津橋
県有地)） 

○有料駐車場としての貸付
（5月開始(大津橋県有地)）
   歳入額 1,200 万円

○駐車場としての貸付（1
月開始(名港都市機能用
地)） 歳入額 600 万円

○Ｐ＆Ｒ駐車場等としての
貸付（3 月開始(桃花台線
旧車両基地用地)） 

 
貸付継続 歳入額1,300万円

 
 

貸付継続 歳入額2,800万円
 
 

貸付継続 歳入額1,700万円
 

 
（◎継続実施） 

 
 

貸付継続 歳入額2,600万円 
 
 

（◎継続実施） 
 

○有料駐車場としての貸付
（4月開始(中村区名駅南
県有地、西区花の木県有
地)）歳入額 2,400 万円 

 
 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

貸付 5件 
 

○「県有地活用による福祉
施設整備事業実施要綱」
の策定（3月） 

○「県有地活用による福祉
施設整備事業実施要綱」
による貸付 

・高蔵寺ﾆｭｰﾀｳﾝ内県有地 
事業者の公募（8月）、決
定（12 月） 

○「県有地活用による福祉施
設整備事業実施要綱」によ
る貸付 

・高蔵寺ﾆｭｰﾀｳﾝ内県有地 
契約締結（8月） 

・豊川市小坂井町内県有地 
事業者の公募（12 月）、決
定（2月） 
 
 

◎「県有地活用による福祉
施設整備事業実施要綱」
による更なる貸付を検討 

 
（◎継続実施） 

 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

貸付 2件 

 

○枇杷島住宅跡地を高齢者
福祉施設用地として社会
福祉法人に売却（1 月契
約） 

○西御堂住宅用地の一部を
貸与して高齢者福祉施設
を整備するため、事業者を
公募（9月）、決定（2月）

○西御堂住宅用地の一部を
高齢者福祉施設用地とし
て社会福祉法人と貸付契
約を締結（9月） 

○岩崎住宅用地の一部を貸
与して高齢者福祉施設等
を整備するため、事業者を
公募（10 月）、決定（2月）

 
（◎継続実施） 

 
 
○岩崎住宅用地の一部を高
齢者福祉施設等用地とし
て社会福祉法人と貸付契
約を締結（6月） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

売却 1件及び貸付 2件 

 



５ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

６ 

ふれあい広場の廃止 

○地域の実情を勘案しながら

平成 27 年度末までに廃止 
地域振興部 ○名古屋市との調整が整い

次第順次廃止 

   

○残存ふれあい広場の閉館

調整 

 

27 年度末廃止 

    ・効果額 6 百万円 

  

取組状況 

○平成 27年度末までの廃止

に向けて名古屋市・地元

との調整 

 

（継続実施） 

・名古屋市との意見交換
・各ふれあい広場との協
議 

 

（継続実施） 

 ・昭和ふれあい広場を廃止

（12月実施） 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

4 ふれあい広場（西、昭和、

瑞穂、中川）を廃止。27 年度上

半期に守山を廃止予定。 

 

 

７ 

愛知こどもの国の見

直し 

○廃止、地元移管、規模縮小

又はその他将来負担の軽減

策なども含めて検討し、平

成 24 年夏頃を目途に改革

案 

健康福祉部  ①廃止の場合    

 

○地元市と協議 ②地元移管又は 

一部廃止の場合 

地元移管又は 

   一部廃止の準備 

  

 ③その他将来負担 

の軽減策 

 

 

  

   ・廃止又は地元移管の場合 

 効果額 約３億円／年 

・一部廃止・一部地元移管

又は負担軽減策の場合 

 効果額 約１億円／年 

 

  

取組状況 

○地元市との協議 ○地元市等と調整・検討 

○改革案を公表（25 年 3 月

25 日） 

【改革案の内容】 

・当面、県立児童遊園とし

て存続し、地元団体を管

理運営主体とすることに

より、施設の活性化を図

る。 

・施設の維持に要する将来

負担の軽減のため、一部

機能を見直す(遊具等の

廃止・地元団体への移譲

等)。 

・26 年度からの指定管理料

を約 1 億円削減（24 年度

予算 3.1 億円）すること

を目指す。 

○一部機能を見直すため、水

泳施設等を廃止する関係条

例改正案を議決（12月議会）

○26年 4月から地元団体を指

定管理者とする指定議案を

議決（12月議会） 

○指定管理者を指定（12月）

○地元団体による指定管理

開始（4月） 

○一部遊具等を廃止・地元

団体へ移譲（4月） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

「見直し案」を策定し、水泳

施設等を廃止するなど一部機

能の見直しを行い、施設の維持

に要する将来負担の軽減を図

りつつ、地元団体を管理運営主

体として施設の活性化を図っ

た。（見直しにより 26 年度から

指定管理料を約 1億円縮減（対

24 年度）した。） 

 

廃止に向けた措置実施 廃止（年度は調整）

調
整
結
果 

新たな公園区域による運営開始 

準備 負担軽減策の実施 



６ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

８ 

勤労福祉会館等の早

期廃止  

○一宮勤労福祉会館を平成26

年度までに廃止、尾西勤労

青少年福祉センターについ

ては平成 28 年度までに廃

止できるよう地元市との調

整に努力 

産業労働部    ○一宮勤労福祉会館廃止予

定 

○尾西勤労青少年福祉センタ

ー廃止予定（28 年度） 

   ・効果額 89 百万円 ・効果額 107 百万円 

 

取組状況 

○一宮勤労福祉会館の廃

止・地元移管（26 年度予

定）、尾西勤労青少年セン

ターの廃止（28 年度予定）

に向けて地元市と協議 

 

（継続実施） 

 

 

（継続実施） 

○一宮勤労福祉会館を廃

止・地元移管（4月） 

◎尾西勤労青少年福祉セン

ターを廃止に向けて移管

を含め地元市と協議（28

年度予定） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

7 施設(勤労会館、岡崎、半田、

津島、サンライフ名古屋、豊橋、

一宮)を廃止。 

 

９ 

野外教育センターの

見直し  

○地元移管又は廃止等を視野

にあり方を検討し、平成 25

年度までに結論 

教育委員会 ○利用率向上策 

 

○運営方法の検討 

○利用率向上策の実施 ○施設のあり方の検討 

 （結論） 
  

    ・廃止又は移管の場合 

効果額 59 百万円 

  

取組状況 

○利用率向上策の実施 

 ・自然体験活動指導者向

けの体験プラン 

 ・冬季合宿プラン 

 

（継続実施） 

・合宿応援プラン（11 月～3

月実施） 

・地域の特性を活かした体

験学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの拡充等 

 

（継続実施） 

・研修・合宿応援プラン（11

月～3月実施） 

・地域の特性を活かした自主

事業等の実施 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

合宿応援プランや自主事業

等を実施し、利用促進を図っ

た。 

施設のあり方については、平

成 26 年の秋ごろまでに結論が

得られるよう、老朽化や県有施

設としての必要性を勘案しな

がら検討中。 

 

○25 年度までに結論を得ら

れるよう施設のあり方を

検討 

・利用率向上策及び効率

的な運営方法について

指定管理者と意見交換

（12 月実施） 

 

（継続実施） 

 

 ・地元市との協議 

 

（継続実施） 

 

 

（◎秋ごろまでに結論が得

られるよう検討） 

 

利用率（宿泊室） 
28.0％ 

（対前年度 1.4％減） 

30.3％ 

（対前年度 2.3％増） 

26.4％ 

（対前年度3.9％減） 
 

１０ 

岡崎総合運動場の

見直し  

○地元移管を含めてあり方を

検討し、平成 24 年度前半ま

でに結論 

教育委員会 ○利用状況の分析 

○施設のあり方を検討 
 

（結論）

 

 

  

    ・廃止又は移管の場合 

  効果額 66 百万円 

  

取組状況 

○利用状況の分析（12～3 月

実施） 

○24 年度前半までに結論が

得られるよう施設のあり

方を検討 

 

 

 

（継続実施） 

 

 ・地元市始め関係機関等

と協議 

 

 

 

（継続実施） 

・地元岡崎市と協議 

 

 

 

 

 

（◎28 年 3 月までの指定管

理期間も考慮し、検討） 

・地元岡崎市と協議 

 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

利用状況のアンケート結果

や現在の指定管理期間が平成

28 年 3 月に終了することも考

慮しながら、岡崎市と施設の移

管に向けて協議を行っている。



７ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

１１ 

愛知県体育館の利用

拡大  

○大規模競技大会の誘致な

ど、さらなる利用の拡大 

 

教育委員会 ○サービス向上、利用促進     

 ・利用者数 3,000 人増 ・利用者数 3,000 人増 ・利用者数 3,000 人増 ・利用者数 3,000 人増 

  

取組状況 

○サービス向上・利用促進
の取組を実施 

 【取組例】 

 ・平日利用の促進（各種

教室の開催など） 

 ・個人利用の促進（プー

ル・トレーニング室の

利用時間の見直し等） 

 ・キッズルームの設置 

 

（継続実施） 

 ・競技団体に大会誘致等

の依頼 

 ・指定管理者との調整 

 

（継続実施） 

 

 

（◎継続実施） 

 ・有料興行日数の制限の

解除 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

サービス向上・利用促進の取

組の結果、毎年度利用者数

3,000 人増を達成する見込み。

 

 

年間入館者 
55.5 万人 

（対前年度 5,695 人増） 

58.4 万人 

（対前年度 29,151 人増）

60.6万人 

（対前年度21,771人増） 
 

１２ 

愛知県スポーツ会館

の見直し  

○地元移管を含めてあり方を

検討し、平成 24 年度中に結

論 

教育委員会 ○利用状況などの詳細な調

査 

○施設のあり方を検討 

 

 

（結論）

 

 

 

  

   ・廃止又は移管の場合 

 効果額 181 百万円 

 

  

取組状況 

○利用状況の分析（12 月～3

月実施） 

○24 年度中に結論が得られ

るよう施設のあり方を検

討 

 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

      

（継続実施） 

   

 

 

 

（◎秋ごろまでに結論が得

られるよう検討） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

利用状況の分析、地元意向の

確認などを行っており、平成 26

年秋ごろまでに結論が得られ

るよう、施設の利用状況や生涯

スポーツの重要性を勘案しな

がら検討中。 

 

１３ 

効果的・効率的な庁

舎等の利用・管理（フ

ァシリティマネジメ

ントの導入）  

○ファシリティマネジメント

を導入 

○庁舎等の中長期的な利活用

の方向性や集約・移転など

の対応策などを示すプログ

ラムを平成 23 年度から順

次策定 

総務部 ○ＦＭの導入 

 

○指定管理者制度を導入し

ている公の施設や無人施

設を除く庁舎等（146 施設

（約 1,400 棟））について

プログラム策定 

    

・上記のうち約 40 施設

（400 棟）についてプロ

グラム策定 

・将来負担の抑制を含む効

果額 2億円/年平均程度 

   

  

取組状況 

○「県有施設利活用・保守

管理プログラム」を策定 

・第 1 次分（16 施設）策

定（2月実施） 

 

 

・第 2次分（16 施設）策

定（2月実施） 

 

 

・第 3次分（2施設）策定・

公表（3月実施） 

 ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

プログラムの策定・実行によ

り、15 施設を廃止した（効果額

83 億円）。 

 



８ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

１３－２ 

循環器呼吸器病セン

ター跡地の利活用 

○外部の利用の可能性も含め

て検討し、平成 24 年度まで

に利活用方法を決定 

病院事業庁 

健康福祉部 

○跡利用の意向調査の実施

（全庁、地元市、医師会

等） 

○利活用方法の検討 

 

利活用方法

の決定 

   

   

 

  

  

取組状況 

○跡地利用の意向調査を実

施 

・県庁各部局への照会 

（8～9月実施） 

・一宮市への意向聴取 

（10 月実施） 

 

○利活用方法の検討 

 

（継続実施） 

・地元関係機関への意向確

認（8～9月実施） 

・医療機関・福祉施設への

利用希望アンケート調査

（12～1 月実施） 

 

（継続実施） 

 

（継続実施） 

・がんセンター尾張診療所を

26年 4月に廃止する関係条

例改正案を議決（12月議会）

 

 

 

（継続実施） 

 

（◎継続実施） 

 

 

 

 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

25 年 12 月議会で、循環器呼

吸器跡地の一部を利用して運

営している「がんセンター尾張

診療所」を廃止する関係条例改

正案が議決されたことから、早

期に利活用方法を確定するた

め、跡地の売却等ができるよ

う、必要な準備を実施してい

る。 

 

１４ 

産業技術研究所の組

織・運営の見直しと

資産の利活用 

○平成 24 年 1 月から、現行の

施設と「知の拠点」の産学

行政共同研究開発施設を一

体的に運営 

○平成 24 年 4 月から、三河繊

維技術センター豊橋分場の

機能を同センター本場に集

約 

産業労働部 ○一体的運営開始 

 （24 年 1 月） 

○三河繊維技術センターへ

の機能集約（24 年 4 月）
   

 ・組織の効率的かつ効果的

な運用 

・管理部門の合理化（10 名

程度） 

・豊橋分場に係る管理運営

費の削減（22 年度ベース

で 20 百万円）及びその資

産の有効活用 

   

  

取組状況 

○「産業技術研究所」と「知

の拠点」の産学行政共同

研究開発施設を統合し、

「あいち産業科学技術総

合センター」を 1 月に設

置し、2月から業務開始 

○三河繊維技術センター豊

橋分場を廃止し、三河繊

維技術センター本場に機

能を集約（4月実施） 

○三河繊維技術センター豊

橋分場の建物取壊を実施 

◎三河繊維技術センター豊

橋分場の跡地処分に向け

て用地測量等を実施（12

月までに実施） 

 

（◎土地処分） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

組織の効率的かつ効果的な

運用、管理部門の合理化、豊橋

分場に係る管理運営費の削減

及びその資産の有効活用（土地

処分）。 

 

・決定された方法による利活用が開始された時点で 大 101 百万円 



９ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

１５ 
農業総合試験場の組
織・運営の見直しと
資産の利活用 

○野菜に関する研究分野の集

約・重点化を進め、研究拠

点（4 箇所）についても平

成 26 年度までに一部集約

化 

農林水産部 ○「愛知県農林水産業の試

験研究基本計画 2015」の

策定公表 

○研究体制の検討 

○関係機関等との調整 ○研究拠点の集約化準備 ○野菜に関する研究拠点の

集約化 

○廃止した拠点資産の売却等 

   ・研究拠点の一部廃止  

  

取組状況 

○「愛知県農林水産業の試

験研究基本計画 2015」の

策定公表（5月実施） 

○新たな研究体制案につい

て関係機関等と調整（3

月開始） 

○園芸研究部特産野菜研究室

（弥富市）を27年3月末で

廃止し、本場（長久手市）

に集約することを決定 

○県ホームページに公表（3

月実施） 

◎園芸研究部特産野菜研究室

（弥富市）を27年3月末で

廃止し、本場へ集約化 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

組織・運営の見直しについて

26 年度末に集約化を実施する

見込み。 

 

１６ 

レクリエーション・

スポーツ施設及び文

教施設の利用拡大 

○施設の設置目的に応じて、

毎年度、より一層の利用拡

大 

総務部 

関係部局 

○各施設の設置目的に応じ

て、毎年度実施 

    

 

取組状況 

○各施設において、施設の

設置目的に応じて、利用

拡大の取組を実施 

 【取組例】 

 ・女性総合センター 

  ⇒貸施設の休館日廃

止、利用予約の早期

受付開始など 

 ・あいち健康プラザ 

  ⇒健康宿泊館の休館日

廃止、健康科学館の

年間パス導入、トレ

ーニングルームの定

期券導入など 

 

（継続実施） 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

 

 

・あいち健康プラザ 

予約センターの一元化 

 

（◎継続実施） 

 

【各施設の目標と実績は

次ページのとおり】 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

 施設の設置目的に応じて、地

元団体への利用の働きかけな

どの営業活動、関係機関と連携

した大会開催などの事業実施

等に取り組んだ結果、利用拡大

につながった。 

 



１０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

     

 

 

【各施設の目標と実績】 

〔レクリエーション・スポーツ施設（10 施設）〕 

施設（所在地） 目  標 所管部局 
  実  績   

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

奥三河総合センター 
（北設楽郡設楽町） 

利用者数  
 22 年度 30,609 人 ⇒ 25 年度までに 3％増（31,530 人） 

地域振興部
29,581 人

 
31,683 人 

 
34,259 人 

あいち健康プラザ 
（知多郡東浦町） 

健康宿泊館 宿泊者  
 22 年度 14,865 人 ⇒ 27 年度 180%以上(27,200 人) 

健康福祉部
16,246 人

 
18,305 人 

 
17,575 人 

健康科学館 見学者 
 22 年度 67,717 人 ⇒ 27 年度 160%程度(108,000 人) 

 
63,982 人

 
78,601 人 

 
82,327 人 

健康開発館 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞﾑ利用者  
 22 年度 38,893 人 ⇒ 27 年度 140%以上(55,000 人) 

 
52,685 人

 
55,130 人 

 
59,328 人 

児童総合センター 
（長久手市茨ｹ廻間乙） 

入館者数 
過去 3年間（19～21 年度）平均 412,775 人 ⇒ 23 年度から約 3％増（425,000 人） 

健康福祉部
392,191 人

 
414,457 人 

 
398,524 人 

海南こどもの国 
（弥富市鳥ヶ地町） 

入園者数 
過去 5年間（17～21 年度）平均 450,000 人 ⇒ 23 年度から 7％以上の増（483,000 人）

健康福祉部
433,000 人

 
454,000 人 

 
492,000 人 

愛知勤労身体障害者体育館  
（稲沢市祖父江町） 

利用者数  
 22 年度 10,616 人 ⇒ 23 年度以降も 10,000 人以上を維持 

産業労働部
11,163 人

 
8,178 人 

 
10,685 

海陽ヨットハーバー 
（蒲郡市海陽町） 

出艇数  
 21 年度 4,778 艇 ⇒ 27 年度 5％以上の増(5,073 艇) 

建設部 
5,771 艇

 
7,165 艇 

 
5,706 艇 

出艇者数  
 21 年度 8,067 人 ⇒ 27 年度 5％以上の増(8,570 人) 

 
9,481 人

 
11,269 人 

 
9,075 人 

武道館 
（名古屋市港区） 

利用者数 
 21 年度 162,126 人 ⇒ 27 年度 12％以上の増（183,053 人） 

教育委員会
140,203 人

 
158,189 人 

 
170,548 人 

総合射撃場 
（豊田市宇連野町） 

利用者数  
 21 年度 21,929 人 ⇒ 27 年度 4％以上の増（23,000 人） 

教育委員会
23,089 人

 
24,230 人 21,716 人 

口論義運動公園 
（日進市北新町） 

利用者数 
 21 年度 186,341 人 ⇒ 27 年度 4％以上の増（195,000 人） 

教育委員会
192,397 人

 
225,425 人 215,518 人 

一宮総合運動場 
（一宮市千秋町） 

利用者数 
 21 年度 151,303 人 ⇒ 27 年度 7％以上の増（162,000 人） 

教育委員会
173,746 人

 
178,833 人 186,865 人 

〔文教施設（5施設）〕 

施設（所在地） 目  標 所管部局 
  実  績   

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

女性総合センター 
（名古屋市東区） 

ホール利用率  
 21 年度 68.5％ ⇒ 27 年度 70.0％ 

県民生活部
59.6％

 
64.8％ 

 
62.2％ 

ライブラリー利用者数  
 21 年度 108,307 人 ⇒ 27 年度 8％以上の増（118,000 人） 

 
122,705 人

 
117,574 人 

 
114,292 人 

下水道科学館 
（稲沢市平和町） 

利用者数 
 22 年度 71,330 人 ⇒ 23 年度から 12％以上の増（80,000 人） 

建設部 
75,633 人

 
83,621 人 

 
86,889 人 

青年の家 
（岡崎市美合町） 

宿泊利用者数  
 21 年度 21,967 人〔利用率 44.1％〕 ⇒ 27 年度 13％以上の増（24,930 人） 

教育委員会
20,938 人

 
21,216 人 

 
23,730 人 

美浜少年自然の家 
（知多郡美浜町） 

宿泊利用者数 
21 年度 47,008 人〔利用率 30.6％〕 ⇒ 27 年度 8％以上の増（51,000 人） 

教育委員会
48,140 人

 
47,320 人 

 
48,882 人 

旭高原少年自然の家 
（豊田市小滝野町） 

宿泊利用者数 
 21 年度 53,568 人〔利用率 34.9％〕※21 年度までの過去 5 年間の 高実績 
 ⇒ 27 年度 54,200 人（上記実績を上回る） 

教育委員会

53,896 人

 
 

54,049 人 

 
 

52,640 人 

 



１１ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

１７ 

県が出資している株

式会社への適切な配

当要求  

○今後の会社の経営状況等に

応じて、適切な配当要求 
総務部 

関係部局 

○各社の経営状況等を検証     

・経営状況等に応じた適切

な配当の受領 
    

  

取組状況 

○各法人の決算、配当、内

部留保の状況等を確認（８

月実施） 

 

（継続実施） 

 ・名古屋空港ビルディン

グ㈱、名古屋競馬㈱の

配当額の増額あり 

 

（継続実施） 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

名古屋空港ビルディング㈱、

名古屋競馬㈱の配当増額。 

 

１８ 

税外債権の徴収強化 

○平成 24 年度から各主務課

において定期的に自己検査 

○民間委託の順次拡大を検討 

総務部 

関係部局 

○自己検査の検討 ○自己検査の実施    

○委託分野の検討  ○効果検証・委託拡大の検討   

 ・税外未収金の削減    

  

取組状況 

○自己検査の検討・現状把

握（3月実施） 

○自己検査の実施 

（2月実施） 

 

（継続実施） 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

委託分野の拡大を図るとと

もに自己点検を毎年実施、現状

把握を図った。 

○委託分野の検討 

 

○委託分野の拡大 

・高度化事業貸付金（5

月契約） 

・高等学校等奨学金貸付

金（11 月契約） 

・母子寡婦福祉資金貸付

金、高齢者住宅整備資

金貸付金、障害者住宅

整備資金貸付金（11 月

実施） 

 

 

 

 

（継続実施） 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

（◎継続実施） 

 

（◎継続実施） 

１９ 

国等関係団体会費・

負担金の見直し 

○法的根拠がなく、有用性や

費用対効果が薄れているも

のについて廃止を含めた見

直しを検討 

総務部 

関係部局 

○有用性・費用対効果等を

検証 
    

・廃止・縮減     

 ○多額の繰越金を有している

団体について金額の縮減を

求める 

○本県が事務局となっている

団体について会費・負担金

額の縮減を図る 

取組状況 

○法的根拠がなく、有用性

や費用対効果が薄れてい

るもの等について、見直

しを検討 

・24 年度当初予算におい

て、15 件を廃止、67 件

を縮減 

 

（継続実施） 

 

 

・25 年度当初予算におい

て、12 件を廃止、47 件

を縮減 

 

（継続実施） 

 

 

・26 年度当初予算におい

て、7 件を廃止、33 件

を縮減 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

24 年度当初予算から 26 年度

当初予算において 34 件廃止、

147 件縮減。 

 



１２ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２０ 

教職員住宅の見直し

  

○設楽地区以外の住宅を平成

27年度末までにすべて廃止

○設楽地区住宅については、

教職員の通勤状況などの実

情を考慮し、必要な住宅を

公舎として確保 

教育委員会 ○計画策定 ○廃止準備 

 (新規入居停止) 

   

廃止

    ・効果額 6百万円/年 

 （平成 28 年度） 

 

取組状況 

○廃止計画策定（6月実施）

○入居者への説明会（10 月

実施） 

○新規入居停止（4月実施）

○作手地区住宅 4 戸を廃止

（4月実施） 

○廃止準備  

（◎継続実施） 

 

◎設楽地区住宅については、

総務部所管の公舎として確

保する方向で調整 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

22 年度までに 122 戸を廃止

した。また、24 年度に作手地区

住宅 4戸を廃止した。 

 

２１－１ 

公舎の見直し 

（総務部所管公舎） 

○三の丸公舎（96 戸）を平成

27 年度までに 57 戸に集約 

○設楽公舎については、教職

員を含め、設楽地域の各機

関に勤務する職員に対応 

総務部 

 

○集約化の方針決定 

○入居者への周知 

○Ｄ棟修繕等 

 

 

○平成 27 年度までに戸建

て、Ａ棟及びＣ棟を廃止し

入居者をＤ棟へ集約 

  

 

    ・11 戸建て 3棟 85 戸を 1棟 57

戸に集約 

  

取組状況 

○集約化の方針決定（12 月

実施） 

○入居者に周知（1月実施）

○Ｄ棟修繕等の工事につい

て設計委託（4月実施） 

○Ｄ棟修繕等の工事（8 月実

施） 

 

（◎継続実施） 

 

○26 年 4 月から設楽公舎に

おいて、設楽地域の各機

関に勤務する教職職員に

対応 

○設楽地区住宅の移管につ

いて、教育委員会と調整

中 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

三の丸公舎を 57 戸に集約予

定。設楽公舎については、教職

員を含め、設楽地域の各機関に

勤務する職員に対応。 

 



１３ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２１－２ 

公舎の見直し 

（健康福祉部所管公舎） 

○心身障害者コロニーの職員

宿舎（26戸）及び独身寮（140

戸）の必要性を平成 24 年度

末までに再検証 

健康福祉部 ○高森台公舎取壊し 

 

○職員宿舎の必要性の再検

証 

○高森台公舎敷地 

売却 
   

  

・将来負担の圧縮 

・職員宿舎の適正規模 

の実現 

  

  

取組状況 

○高森台公舎取壊し 

 

○高森台公舎敷地を売却（1

月実施） 

  ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

心身障害者コロニーの職員宿

舎については廃止する方針を決

定。 

独身寮については必要な規模、

あり方を再検証している。 

 

○24 年度末までに職員宿舎

及び独身寮の必要な規

模、あり方を再検証 

 

（継続実施） 

 

○職員宿舎については廃止す

る方針を決定 

・心身障害者コロニー職員

宿舎 1 棟 8 戸を廃止（3 月

実施） 

 

○独身寮の必要な規模、あり

方を再検証 

 

 

 

 

 

 

 

（◎26 年度末までに結論が

得られるよう検証） 

２１－３ 

公舎の見直し 

（農林水産部所管公舎） 

○段戸山牧場公舎（20 戸）を

平成 23 年度末に 12 戸に集

約 

○農業総合試験場公舎（31

戸）、農業大学校公舎（10

戸）を平成 25 年度末までに

廃止 

農林水産部 ○廃止（集約化）の方針決

定 

○入居者への周知 

○段戸山牧場単身用公舎廃

止（8戸） 

 

 

 

 

○農業大学校公舎（10 戸）、

農業総合試験場公舎（31

戸）廃止 

  

・8 戸廃止  
・41 戸（累計 49 戸）廃止   

  

取組状況 

○集約化の方針決定（12 月

実施） 

○入居者に周知(12 月実施)

○段戸山牧場単身用公舎 8

戸を廃止(1 月実施) 

○農業総合試験場公舎 5 戸

を廃止(11 月実施) 

○農業大学校公舎10戸を廃止

○農業総合試験場公舎26戸を

廃止(3月実施) 

 ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

 公舎 49 戸を廃止した。 

 



１４ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２２ 

待機宿舎の見直し 

○統廃合を含めた合理的かつ

効率的な配置を検討、不要

となった宿舎用地は有効活

用 

警察本部 ○今後の配置方針について

関係部局との協議を開始 

○3棟取壊し予定 

○必要戸数の配置と使用不

能施設の廃止を並行して

検討 

○2棟取壊し予定 

   

・統廃合を含めた合理的かつ

効率的な配置を検討 

     

  

取組状況 

○統廃合を含めた合理的か

つ効率的な配置を検討 

 

（継続実施） 

 

    （継続実施） 

 

 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

待機宿舎 13 棟の取壊しを実

施した。 

 

○法華待機宿舎取壊し（1月

実施） 

○瀬戸待機宿舎２棟取壊し

（4月実施） 

○大森待機宿舎２棟取壊し

（3月実施） 

○豊川待機宿舎取壊し 

（1月実施） 

○岩塚待機宿舎Ｃ棟取壊し

（2月実施） 

○春日井待機宿舎Ｂ棟取壊

し（2月実施） 

◎猪高宿舎Ａ棟及びＢ棟取

壊し（２月予定） 

◎岩塚宿舎Ｄ棟取壊し（２

月予定） 

◎春日井宿舎Ａ棟取壊し

（２月予定） 

◎千秋宿舎取壊し（２月予

定） 

２３ 

印刷業務の早期廃止

  

○平成 24 年度末を目途に廃

止 
会計局 ○廃止準備 24 年度末

事業廃止

   

  ・定数削減（7人）   

  

取組状況 

○24 年度末事業廃止に向け

て、印刷物の外注化、複

写機の取扱い等を整理・

検討し、関係部局等と調

整 

 

（○24 年度末まで） 

 

 

 

○24 年度末事業廃止 

 

（定数削減 7人（25 年度））

 ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

印刷業務を 24 年度末に廃止

し、職員定数 7人を削減した。

 



１５ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２４ 

消費生活相談体制の

見直し  

○平成 24 年度中に県と市町

村の役割分担についての県

の考え方を明らかにすると

ともに、市町村に対して相

談体制の充実・強化を働き

かけ、相談体制の見直し（縮

小等）を平成 25 年度までに

検討 

県民生活部 ○市町村への働きかけ（相談体制

の充実・強化） 

 

 

 

 

 

○市町村の相談体制の検証及び

県と市町村の役割分担に係る

考え方の提示 

○県民生活プラザの相談体制見

直し（縮小等）の検討 

   

  ・週４日以上の市町村相談窓口の

増加（市町村における相談件数

の増加） 

・市町村の相談体制を踏まえた県

の適正な相談体制見直し（縮小

等）の促進 

 

  

取組状況 

○市町村の相談体制の充

実・強化に向けた働きか

け 

 【取組例】 

・消費者行政連絡協議会で働

きかけ（5月実施） 

・相談未実施市町村を訪問（8

月実施） 

・全市町村を対象に消費者行

政活性化基金事業を活用し

た相談体制の充実・強化に

向けて面談を実施（9～10

月実施） 

 

（継続実施） 

○市町村の意向確認（5～6

月） 

 

○市町村の相談体制を検証

し、県と市町村の役割分

担についての考え方を提

示（1 月に各市町村へ通

知・県ＨＰ掲載） 

 

○県と市町村の役割分担に

係る考え方に基づき、25

年度までに県民生活プラ

ザの相談体制見直しにつ

いて検討 

 

（継続実施） 

○県と市町村の役割分担を踏

まえた組織体制の再編計画

を策定し、市町村へ提示（11

月実施） 

 【再編計画概要】 
 ・現在８か所の県民生活プラザ内に

設置した消費生活相談窓口を、消

費生活相談の専門窓口として１

か所の｢消費生活総合センター

(仮称)｣に拠点集約し、機能強化

 ・広域性・専門性の高い相談にも対

応できる相談体制や市町村への

支援体制を充実・強化し、「地域

における中核的相談機関（センタ

ー・オブ・センターズ）」にふさ

わしい体制へ整備 

 ・「消費生活総合センター（仮称）」

は平成 27 年度に設置。現在の各

県民生活プラザ内（中央除く）に

設置したその他の消費生活相談

窓口については「消費生活相談室

（仮称）」として平成27年度以降

も存置するが、市町村窓口の整備

状況を踏まえながら順次縮小・廃

止し、平成31年4月までには「消

費生活総合センター（仮称）」へ

完全移行（豊田加茂県民生活プラ

ザの相談機能については既に管

内市の相談体制が整っているた

め、平成27年3月末までに廃止）

 

（◎継続実施） 

◎平成 27 年 4月の県民生活

プラザの相談体制再編、

「消費生活総合センター

(仮称)」設置に向けた準

備実施 

 

◎豊田加茂県民生活プラザ

の相談機能については、

平成 27年 4月に管内市で

円滑に実施できるよう準

備 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 
県と市町村の役割分担等を

踏まえた県民生活プラザの組
織体制の再編計画を策定。 
平成 27 年 4 月に県民生活プ

ラザの相談体制を再編し、「消
費生活総合センター(仮称)」を
設置予定。 
 

消費者行政活性化基金事業終了 
事業期間 1年延長 

今後、平成 39 年度まで延長可能となるよう、消費

者行政活性化基金条例を改正する予定 



１６ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２５ 

環境調査センターの

組織・運営の見直し

  

○組織・運営のあり方の方向

性を示した中期的な計画を

平成 23 年度中に策定 

環境部 ○中期計画策定 ○中期計画に基づく組織・運営
の見直し 

   

    ・現在の１課５部１支所体制の見直
し（見直し完了時） 

  

取組状況 

○中期計画策定 
(平成 24 年 3 月) 

○環境調査センター建替え
竣工時の再編実施に向け
て、中期計画に基づき、
部の統廃合等の抜本的な
組織再編も含め、組織・
運営の見直しを検討 

 
（継続実施） 

 

 
（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

平成 24 年 3 月に組織・運営

のあり方の方向性を示した中

期計画を策定。 

 

２６ 

海外産業情報センタ

ー業務の見直し 

○民間機関との連携のあり方

を含め、業務等の見直しを

総合的に検討し、平成 25 年

度までに結論 

産業労働部 ○総合的な検討     

   ・企業の多様化するニーズ

に対し、適時適切に対応す

るセンター 

 

  

取組状況 

○22 年度に実施した国際産

業交流企業意識調査の結

果を分析し、25 年度まで

に結論が得られるようセ

ンターの機能、運営方法

等を検討 

○あいち国際戦略プラン（25

年 3 月公表）において、セ

ンターの見直し方針を明記

【見直しの方針】 

・上海センターは継続 

・タイ・バンコクに、東南ア

ジアを所管エリアとするセ

ンターを、平成26年度に設

置 

・中国、タイに次ぐ拠点につ

いては、今後、企業ニーズ

等を踏まえ、形態、機能の

あり方を含め、中期的に検

討 

・サンフランシスコ、パリの

センターは順次廃止する一

方で、ジェトロ等との連携

を強化し、対日投資の発

掘・誘致等の取組みを充実

○見直しの方針に基づく取組

実施 

・サンフランシスコセンタ

ーの廃止（2月末） 

・バンコクセンターの開設

準備（26年4月開設予定）

・ジェトロとの「包括的業

務協力に関する覚書」の

締結（26年2月） 

◎見直しの方針に基づく取

組実施 

 ・バンコクセンターの開 

 設（4月） 

 ・パリセンターの廃止 

（27 年 3 月予定） 

＜第五次行革大綱の計画期間中

の成果＞ 

海外産業情報センターの見

直しの実施。 

・サンフランシスコセンター

の廃止（2月） 

・バンコクセンターの開設（4

月） 

・パリセンターの廃止（27年

3月予定） 

・ジェトロとの「包括的業務

協力に関する覚書」の締結

（26年2月） 

 



１７ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２７ 

高等技術専門校の見

直し  

○訓練科の再編などを踏ま

え、現在の 6 校体制のあり

方も含めて、事業実施体制

の見直しを平成24年度末ま

でに検討 

産業労働部 ○見直し検討 
 
・岡崎校へのモノづくり総
合科設置 

 
 

・名古屋校へのモノづくり
総合科設置 

○見直し内容に基づく取組
実施 

 

  

  ・運営の効率化   

  

取組状況 

○24 年度末までに結論が得

られるよう事業実施体制

の見直しを検討 

 

 

 

○見直し検討のため愛知県職

業能力開発審議会へ諮問し

答申を得る（3月22日） 

【答申の内容】 

・運営の合理化を図るため、

一宮高等技術専門校を名

古屋高等技術専門校の分

校、高浜高等技術専門校

を岡崎高等技術専門校の

分校としていく 

・窯業高等技術専門校を候

補として指定管理者制度

の導入を検討していく 

○分校化の組織体制の検討 

 

○他県の窯業関係の人材育成

施設の調査 

 

○指定管理者制度導入にあた

っての問題点等の検討 

 

（◎継続実施） 

 

 

 

 

（◎継続実施） 

 

 

 

 

 

 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

見直し検討のため愛知県職

業能力開発審議会へ諮問し答

申を得る。 

岡崎校及び名古屋校へのモ

ノづくり総合科の設置。 

 

○岡崎校でモノづくり総合

科設置(4 月実施) 

○名古屋校でモノづくり総

合科設置(4 月実施) 

  

２８ 

犬山国際ユースホス

テルの見直し 

○地元移管の可能性について

検討し、調整を進める 
産業労働部 ○地元移管の可能性の検

討・調整 

    

・施設の効果的な活用を図

る 

    

  

取組状況 

○犬山市に対し、地元移管

検討を依頼（10 月実施）

○犬山市に検討状況を確

認、引き続き検討を依頼

（4月､7 月､10 月､1 月､ 

3 月実施） 

○犬山市に検討状況を確認、

引き続き検討を依頼（4月

､5 月､7 月､10 月､11 月、 

1 月、2月、3月実施） 

◎犬山市に対し、地元移管

について結論を示すよう

要請 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

犬山市において、地元移管を

検討中。 

 



１８ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

２９ 

労働協会の見直し 

○担うべき役割を検討し、平

成 23 年度中に結論 

産業労働部 ○見直し検討 ○検討結果を反映した事業

展開 

   

 ・運営の効率化    

  

取組状況 

○「愛知県労働協会のあり

方に関する検討会議」を

設置し、提言をとりまと

め、公表（3月実施） 

 

 

 

 

○25 年 4 月の公益財団法人

の移行認定に向け、労働

協会と調整 

○24 年 3 月公表の「愛知県

労働協会のあり方に関す

る検討会議」の提言を踏

まえ、労働協会による「愛

知県労働協会中長期計

画」（25 年 3 月とりまと

め）の作成を指導 

 

○県として、労働協会への関

与の仕方（財政支援、人的

支援）について、協会の自

立性を強化する方向で対応

 

 

 

 

○公益財団法人へ移行（4月）

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

「愛知県労働協会のあり方

に関する検討会議」を設置し、

提言をとりまとめ公表。 

 

３０ 

雇用開発協会の 

見直し  

○平成 23 年度末をもって廃

止 
産業労働部 ○23 年度末廃止     

 ・廃止による効果額 

 34 百万円 

   

  

取組状況 

○雇用開発協会会員の意向

を確認の上、23 年度末を

もって廃止（3月実施） 

 

   ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

  23 年度末をもって廃止。 

 



１９ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３１ 

農林公社の見直し 

○平成 24 年度までの全ての

保有農地の処分を目標に、

農地保有合理化事業を見直

し 

農林水産部 ○保有農地の処分 

○採算林・不採算林の選別 

 

○長期収支見込の作成 

○経営改善計画の見直し 

 

 

○経営改善の推進 

  

 ・全保有農地の処分 ・公社債務の圧縮   

 ○平成 24 年度中に長期収支

見込を作成、その結果を踏

まえて公社の存廃を含めた

あり方及び残債務の一括処

理策について、抜本的な改

革を検討 

取組状況 

○24 年度までに全ての保有

農地の処分を目標とする

とともに農地保有合理化

事業の見直しを検討 

○分収造林事業について、

採算林・不採算林の選別 

 

○平成 22 年度から 24 年度

までの 3年間で、保有農

地 7.8ha を処分 

 

 

○民事再生による法的整理

手続を申立（2月実施） 

【民事再生の基本方針】 

・農地保有合理化事業は廃

止（平成 25 年度末） 

・分収造林事業は基本的に

県が承継（平成27年度末）

・再生期間は分収林契約の

契約者との調整期間を考

慮し３年 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

○民事再生による法的整理

を実施 

・民事再生計画案提出

（5月） 

・民事再生計画認可決定の

確定(8 月) 

・債務整理実施(8 月) 

・保有農地 1.6ha を処分 

○農地保有合理化事業は廃

止、残存する保有農地を県

に代物弁済（3月） 

 

 

 

 

 

 

◎民事再生による法的整理

を継続 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

保有農地 9.4ha を処分。 

長期収支見込みを踏まえ、民

事再生による法的整理(債務整

理、農地保有合理化事業廃止)

を実施し抜本的な改革を遂行。

 

３２－１ 

地方３公社の見直し

（土地開発公社） 

○土地開発公社の今後のあり

方を平成 24 年度を目途に

方向付け 

 

建設部 ○部内 PT 検討 

○公社との調整 

（公社の取組） 

 未利用代替地処分 

 事務経費削減 等 

  

 

  

・経費削減     

  

取組状況 

○部内 PT にて、スリム化等

の課題検討 

 

○公社のあり方に関する

方向付けを公表(1月実施)

【今後の方向性】 

・今後の事業規模、国のプ

ロジェクト事業等への対

応、保有土地処分（再取

得）を見極めつつ、固有

職員の処遇にも配慮のう

え、他団体との統合も視

野に入れ、公社のスリム

化を図る 

  ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

平成 25 年 1 月方針策定・公

表。 

 

（公社の取組） 

○未利用代替地処分(2 件) 

○事務経費削減の取組 
 ・光熱水費、消耗品類等

の経費削減 
  （21 年度比 9.1％減） 

（公社の取組） 

○未利用代替地処分（4件）

○事務経費削減の取組 

（21 年度比 19.2%減） 

（公社の取組） 

○未利用代替地処分（1件）

○事務経費削減の取組 

（21 年度比 7.8％減） 

（公社の取組） 

 

（◎継続実施） 

 

今後の事業展望、 

用地取得の体制など



２０ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３２－２ 

地方３公社の見直し

（道路公社） 

○道路公社については、附帯

事業の収入増、職員数の段

階的削減等、経費の削減を

含め、より一層の経営改善 

 

建設部 ○保守点検業務の見直し 

契約制度の見直し 

附帯事業の収入増 

職員数の段階的削減等 

    

    27 年度目標（21 年度比） 

・保守点検経費 5％減 

・随意契約実績 70％減 

・PA の営業料収入 20％増 

・職員数 20％減(役員除、再任

用含) 等 

  

取組状況 

○経営改善の取組を実施

（通年実施） 

 【取組例】 

・随意契約の発注単位を

集約し、単価契約又は

年間契約を活用 

 

（継続実施） 

【取組例】 

・中日本高速道路株式会

社等の他事業者を参考

に保守点検頻度・項目

を見直し経費を削減（4

月実施） 

 

（継続実施） 

【取組例】 

・附帯事業の収入増を図

るため、地元の観光紹

介をし、地域特産品等

の販売を積極的に行う

とともに、お客様アン

ケート調査の結果を反

映した各種サービスや

商品販売を実施 

 

（◎継続実施） 

【取組例】 

・交通管制室を 1 ヶ所に

集約し業務の一元化を

図るなど、組織体制の

見直しを検討 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

発注単位の集約化や契約方

式の見直しなどにより、随意契

約件数の削減を図り、事務の効

率化や競争性の向上を図るこ

とができた。 

 

保守点検経費 21 年度比 12.6％減 21 年度比 11.3％減  21 年度比 2.5％減  

随意契約実績 21 年度比 62.0％減 21 年度比 47.8％減  21 年度比 63.6％減  

PAの営業料収入 21 年度比 11.9％増 21 年度比 16.1％増  21 年度比 22.6％増  

職員数（役員

除、再任用含）
21 年度比 2.9％増 21 年度比 1.9％増  21 年度比 4.9％減  



２１ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３２－３ 

地方３公社の見直し

（住宅供給公社） 

○住宅供給公社については、

中期経営計画により経営改

革 

建設部 ○公社の中期経営計画の推

進 

○県営住宅管理業務につい

て公営住宅法に基づく管

理代行への移行準備 

 

 

○管理代行への移行 

   

・23 年度末までに宅地処分

（22 末 295 件） 

   ・30 年度末に賃貸住宅入居率

90％（22 末 83.5%） 

・30 年度末に賃貸住宅家賃徴収

率 98％（22 末 97.8%） 

・30 年度末に借入金残高 285

億円（22 末 396 億円） 

  

取組状況 

○経営改善の取組を実施 

 

 【取組例】 

（分譲宅地事業） 

・ﾊｳｽﾒｰｶｰ等への企業訪問

・価格設定の見直し 

（賃貸住宅事業） 

・家賃の見直し 

・斡旋業者の活用 

 

（継続実施） 

【取組例】 

（分譲宅地事業） 

・地元企業への営業 

・営業先の開拓 

・桃花台(8 月処分完了) 

・サンヒル赤坂 

    (12 月処分完了)

・サンヒル上之山 

  (12 月和解成立) 

（賃貸住宅事業） 

・家賃の全般的な見直し

・斡旋業者の開拓 

 

（継続実施） 

【取組例】 

（分譲宅地事業） 

・地元企業への営業 

・価格設定の見直し検討 

・サンヒル上之山（5月末

に造成工事再開。H25 末

までに計画宅地数 201

宅地のうち 170 宅地の

引渡が完了） 

（賃貸住宅事業） 

・広報活動の強化 

・斡旋業者の活用 

 

（◎継続実施） 

【取組例】 

（分譲宅地事業） 

・地元企業への営業 

・価格設定の見直し検討 

・サンヒル上之山（残宅

地について H27.1 月末

までに事業者へ引渡予

定） 

 

（賃貸住宅事業） 

・広報活動の強化 

・斡旋業者の活用 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

県営住宅管理業務の管理代

行への移行による効率的な住

宅管理の実施。 

分譲住宅資産の処分の推進。

 

○県営住宅管理業務の管理

代行への移行準備 

○県営住宅管理業務の管理

代行への移行（4月実施）

  

保有宅地数 286 宅地 273 宅地 78 宅地  

賃貸住宅 

入居率 
81.2％ 78.8% 76.8％  

賃貸住宅 

家賃徴収率 
98.0％ 97.9% 98.2％  

 

借入金残高 384 億円 363 億円 337 億円  



２２ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３３ 

名古屋港の運営の民

営化の検討  

○名古屋港管理組合の公共コ

ンテナ埠頭等に係る港湾運

営会社制度の活用検討等を

支援 

建設部 ○設置者として組合の取組

を支援 

（組合の取組） 

 港湾運営会社制度の活用

を検討 

 

 港湾計画一部変更 

 

 

 

 

特例港湾運営会社のあり方

の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾運営会社のあり方の検

討 

 

   （特例港湾運営会社制度を

活用する場合） 

・コンテナ埠頭の効率的な

運営 

 

  

取組状況 

○名古屋港管理組合より港

湾運営会社制度の活用検

討状況を随時聴取 

 【取組例】 

・港湾計画の一部変更（12

月実施） 

○名古屋港管理組合より対

応状況等を情報収集 

 【取組例】 

・関係者による検討組織

を設置し、協議を開始

・㈶名古屋港埠頭公社の

株式会社化（12 月実施）

 

（継続実施） 

【取組例】 

・関係者による検討組織で

の、名古屋港埠頭㈱を特

例港湾運営会社とする合

意（12月実施） 

 

（◎継続実施） 

【取組例】 

・名古屋港埠頭㈱を特例港

湾運営会社として指定申

請予定 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

（特例）港湾運営会社制度の

導入（予定）。 

 

３４ 

生涯学習推進センタ

ーの見直し  

○県と市町村の役割分担を明

確化し、平成 24 年度から生

涯学習施策をより広域的・

専門的に推進する体制に見

直し 

教育委員会 ○体制の見直し検討 ○広域的･専門的に推進す

る体制への見直し 
   

 ・県、市町村の役割分担の明

確化 
   

  

取組状況 

○体制の見直しを検討し、

県と市町村の役割分担を

明確化（2 月市町村に説

明） 

○広域的・専門的に推進す

る体制に移行 

 【取組内容】 

・登録学習サークルへの研

修室等の貸出廃止 

・登録学習サークルを対象

とした発表・交流イベン

ト「あいちまなびぃデ

イ」廃止 

・生涯学習情報システム

「学びネットあいち」の

充実 

・市町村単位で開催が困難

な指導者研修の充実 

・県が養成した社会教育指

導者や生涯学習ボラン

ティアの活動支援策の

充実 

・市町村と高等教育機関等

の連携促進 

 

（継続実施） 

【取組内容】 

・生涯学習情報システム

「学びネットあいち」の

充実 

・市町村単位で開催が困難

な指導者研修の充実 

大学と連携した指導

者研修の検討 

・県が養成した社会教育指

導者や生涯学習ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

の活動支援策の充実 

県が養成した子育てﾈ

ｯﾄﾜｰｶｰを活用した研

修会の実施 

 ・市町村と高等教育機関等

の連携促進 

 

（◎継続実施） 

【取組内容】 

・生涯学習情報システム

「学びネットあいち」の

充実 

・市町村単位で開催が困難

な指導者研修の充実 

大学と連携した指導

者研修の検討 

・県が養成した社会教育指

導者や生涯学習ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

の活動支援策の充実 

・市町村と高等教育機関等

の連携促進 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

生涯学習システム「学びネッ

トあいち」の充実のため、ネッ

トワーク機関数の増を達成し

た(23 年度 1,410、24 年度

1,516、25 年度 1,668) 。 

 

【H26.9 港で一つの特例港湾

運営会社の指定申請期限】 

【H29.9 湾で一つの港湾 

運営会社となる期限】 



２３ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３５ 

水道事業の一層の経

営効率化  

○尾張地域（尾張西部浄水場

及び犬山浄水場）のＰＦＩ

事業の導入について、27 年

度実施を目途に検討 

○未利用地を平成 23 年度に

売却 

企業庁  

 

【未利用地の有効活用等】 

○入札実施 

【ＰＦＩの導入】 

○実施のための検討及びＰ

ＦＩ事業化の手続き 
 

○有効活用方法検討 

   

実施予定 

・財産収入 67 百万円    ・2 浄水場でＰＦＩ導入 

  

取組状況 

 

 

【ＰＦＩの導入】 

○27 年度実施に向けた検討

 

 

（継続実施） 

 

◎公募による事業者の選定

（5 月～）、契約締結（12

月頃予定） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

三河地域における浄水場排

水処理業務についてＰＦＩを

導入した。また、尾張地域につ

いても導入の手続きを進めた。

 

【未利用地の有効活用等】 

○入札実施  

２件（うち１件を落札） 

・旧豊川宿舎用地 売却 

（財産収入 17 百万円）

 

○有効活用方法検討 

 

 

（継続実施） 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

収入確保の取り組みについ

ては、旧豊川職員公舎用地を平

成23年度に16,563,000円で売

却した。 

３６ 

県立病院のあり方の

検討  

○がんセンター愛知病院の岡

崎市民病院との機能分担等

について関係機関と協議・

検討 

病院事業庁 

健康福祉部 

○愛知病院・城山病院につ

いて検討 

    

     

 ○城山病院については、県に

おける精神科救急医療体制

の現状の問題点を洗い出

し、体制を再構築したうえ、

民間病院との役割分担の観

点から検討 

取組状況 

愛知病院 

○関係機関と協議・検討 

 

城山病院 

○官民の役割分担の観点か

ら改築計画を見直し 

・24 年度当初予算におい

て、実施設計費を計上 

 

（継続実施） 

 

 

○関係機関との協議・検討を

踏まえ、第 2次県立病院経

営中期計画を策定（4月）

 ・がんセンター愛知病院及

び城山病院の機能・役割

分担を中期計画に明記 

 

 

 

 ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

関係機関との協議・検討結果

を踏まえ、第２次県立病院経営

中期計画を策定。 

 

 



２４ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３７ 

福祉医療制度の見直

し  

○福祉医療費の将来推計、シ

ミュレーションを行い、平

成 26 年度の新制度開始を

目途に制度の見直しを検討 

健康福祉部 ○推計・シミュレーション ○市町村等協議 

○見直し案作成 

○関係機関システム 

 改修、制度周知 

○新制度開始  

   ・見直し案による  

  

取組状況 

○推計・シミュレーション

を実施(3 月実施) 

○市町村との検討会(7 月) 

○市町村等と見直し案の協

議・検討 

（見直し素案を市町村等

へ説明（1月）） 

○市町村ブロック（郡）別会

議（意見交換（5月）） 

○当面、一部負担金の導入は

しないことを決定（6月）

○第 1 回福祉医療制度に関

する勉強会（2月） 

 

 

 

 

◎福祉医療制度に関する勉

強会(9 月頃予定) 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

一部負担金や所得制限の導

入を内容とする見直し素案に

ついて、市町村、医師会等関係

機関と議論を重ねてきたが、多

くの市町村から一部負担金の

導入は各市町村が足並みを揃

えて実施することが必要であ

るとの意見が出されたことな

どを踏まえ、当面、一部負担金

の導入を見送ることとしたが、

引き続き、議論を継続してい

く。 

 

３８ 

私学助成の見直し 

○高校経常費補助金につい

て、公立決算値を基に私学

の標準的運営費を算出して

補助する方式への平成 24

年度移行を目途に検討 

県民生活部 ○新方式検討 ○新方式移行    

 ・公私格差の是正という私

学助成の基本理念の明確

化 

・私学の経費節減に対する

インセンティブの強化 

・生徒数の増減が補助金に

及ぼす影響の緩和 

   

  

取組状況 

○県と私学関係者との間で

意見交換会を 5回開催（7

月、10 月、12 月、1月、3

月） 

○私学団体からの申し入れ

により、24 年度の新方式

移行を見送り 

○私学関係者との調整を図

りながら、新方式移行を

検討 

 

○私学団体からの申し入れ

により、25 年度の新方式

移行を見送り 

 

（継続実施） 

 

 

○私学団体から新方式移行

に係る検討の一時凍結（３

年間）の申し入れ（9月）

により移行を見送り 

 

（◎継続実施） 

 

 

◎引き続き私学関係者と新

方式移行に向けた調整を

実施 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

私学団体から新制度構築の

検討を一時凍結（3 年間）の申

し入れがあり、私学関係者と調

整を図りながら意向を検討し

ている。 

 



２５ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

３９ 

時限設定の徹底によ

る見直し 

○県単独事業の時限設定（原

則 5 年以内）を徹底し、終

期到来時には廃止を前提に

見直し検討 

総務部 

関係部局 

○時限設定の徹底 

○終期到来事業の廃止等検

討 

    

・事業廃止・縮減  

 

・23 年度終了見込み事業

（437 百万円）に加え、さ

らに見直しを徹底 

   

  

取組状況 

○人件費、義務的経費、法

施行事務経費や施設管理

費を除き、原則としてす

べての県単独事業に終期

を設定 

○モデル事業としての事業

効果、事業目的の達成度、

事業の必要性等を勘案し

つつ、終期到来事業の廃

止等を検討 

・24 年度当初予算におい

て、14 事業を廃止 

 

 

 

 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

・25 年度当初予算におい

て、8事業を廃止 

 

 

 

 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

・26 年度当初予算におい

て、18 事業を廃止 

 

 

 

 

 

 

（◎継続実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

24 年度当初予算から 26 年度

当初予算において、40 事業を廃

止。 

 

４０ 

県単独市町村補助金

の統合  

○段階的に市町村の利便性を

高める見直しを検討 

総務部 

関係部局 

○補助メニューの統合の検

討 

 ○分野別での統合補助金化   

・補助メニューの統合  ・分野別での補助金の統合   

  

取組状況 

○市町村の利便性を高める

補助メニューの統合を検

討 

 ・24 年度当初予算におい

て、緊急市町村地震防

災対策事業費補助金の

一部補助メニューを統

合 

 

（継続実施） 

 

 

 

（継続実施） 

 

・26 年度当初予算におい

て、緊急市町村地震防

災対策事業費補助金と

市町村消防施設整備費

補助金を統合し、南海

トラフ巨大地震等対策

事業費補助金を創設 

 

（◎継続実施） 

 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

24 年度当初予算で一部補助

メニューを統合、26 年度当初予

算で防災分野において、補助金

を統合した。 

 

 



２６ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

４１ 

県から市町村への権

限移譲の推進  

○移譲事務のメニューについ

て事務の内容等を総点検

し、市町村の規模ごとに移

譲モデルを設定 

総務部 

関係部局 

○移譲事務の総点検 

○現要綱の見直し 

○移譲モデルの設定 

○移譲モデル及び改正要綱

による権限移譲の推進 

○移譲モデルによる移譲団

体の拡大 

○新規移譲事務の追加 

 

 

 

 

 

 

 ・全市町村が移譲計画を策

定 

・移譲モデルによる移譲率の

向上 

  

  

取組状況 

○移譲事務の総点検 

 （8 月から実施） 

○現要綱の見直し（移譲モ

デルの設定など） 

 （3 月要綱一部改正） 

 

○新規移譲事務として57事

務(条項)を追加（4 月実

施） 

○一般旅券の発給申請の受

理・交付等を行う事務等

を新規に移譲（4月実施）

○市町村が移譲モデルに沿

って策定した移譲計画を

公表（10 月実施） 

 

○移譲計画に従って事務の

移譲を受ける市町村に対

し、市町村権限移譲特別

交付金を交付（3月） 

○新規移譲事務として 31 事

務(条項)を追加(4 月及び

9月実施) 

○移譲計画に基づき平成25年

度分の事務移譲を実施（平

成25年度分の移譲事務（移

譲モデルのメニュー単位）

の延べ数は 43（移譲事務ご

との受入市町村数の合計））

(4月実施) 

○移譲計画に従って平成 26

年度に事務の移譲を受け

る市町村に対し、市町村権

限移譲特別交付金を交付

（3月） 

 

 

 

○移譲計画に基づき平成 26

年度分の事務移譲を実施

（平成 26年度分の移譲事

務（移譲モデルのメニュ

ー単位）の延べ数は 38（移

譲事務ごとの受入市町村

数の合計））（4月実施） 

◎移譲計画に従って平成 27

年度に事務の移譲を受け

る市町村に対し、市町村

権限移譲特別交付金を交

付（3月予定） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

移譲モデルの設定、権限移譲

実施計画の策定及び権限移譲

特別交付金の交付により、実施

計画策定の直前の3年間と比較

して約 2倍移譲が進展した。 

 

４２ 

県・市町村の連携協

力による滞納整理 

○平成 23 年度は 30％以上の

徴収率を目指して積極的な

滞納整理、平成 24 年度は未

参加市町村（11 団体）の理

解を得て参加拡大等 

総務部 ○設立(～25 年度) 

○県と市町村が連携して積

極的な滞納整理 

○参加拡大の働きかけ 

 

 

実績を検証し、26 年度以降

の連携のあり方について市

町村と協議 

  

・徴収率 30％以上 

・引継額約 40 億円 

    

  

取組状況 

○全 6ブロックで設立（4月

実施） 

○参加拡大の働きかけ 

 

 

 

（継続実施） 

・平成 24 年 4 月から春日

井市及び清須市、7月か

ら東栄町及び豊根村が

参加（43→47 団体） 

 

 

 

 

（継続実施）  

・平成 25 年 4 月から犬山

市及び北名古屋市が参

加。春日井市は脱退。 

  (47 団体→48 団体) 

 

○全 6ブロックで、26 年度

以降原則 3年間の存続を

決定 

 

 

 

 

・平成 26 年 4 月から豊明市

が脱退(48 団体→47団体) 

 

 

 

◎県内市町村に対し、地方

税滞納整理機構又は地方

税法第 48条の規定に基づ

く県の直接徴収のいずれ

かの参加を求める。 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

地方税滞納整理機構の設立

以降 3年間の徴収実績として、

個人県民税ベースで約 14 億円

を徴収した。 

 

徴収率 53.3% 55.4% 52.4%  

引継額 約 52 億円  約 51 億円 約 52 億円  

前年の徴収実績を踏まえ、より高い徴収率を目指す。 



２７ 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

４３ 

定員の適正管理 

○事務事業の見直しに伴う業

務量の減少を、より厳密に

精査し、適切に人員見直し

に反映 

総務部 

関係部局 

○人員見直しの徹底     

・H22  △293 人 

 H23  △ 75 人 

  ・H24～H26  

 △142 人 

 

 ○過去 10 年程度の業務量の

推移を点検し、業務量の減

少を適切に人員見直しに反

映 

取組状況 

○「事務事業・予算・人員」

をセットで見直すことを

基本に、業務量の減少を、

より厳密に精査すること

や、過去 10 年程度の業務

量の推移を点検し、業務

量の減少を適正に人員見

直しに反映 

・24年度に70人を削減（知

事部局等及び教育の事

務部門の職員定数） 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

 

 

・70 人を削減（知事部局等

及び教育の事務部門の職

員定数） 

 

 

（継続実施） 

 

 

 

 

 

 

・46 人を削減（知事部局等

及び教育の事務部門の職

員定数） 

 

 

（◎継続実施） 

 

 

 

 

 

 

・26 人を削減（知事部局等

及び教育の事務部門の職

員定数） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

22～26 年度の定数削減目標

500 人に対し、510 人を削減し、

目標を達成（達成率 102.0%）。

 

４４ 

時間外勤務の縮減 

○知事部局等及び教育の事務

部門における１人当たりの

時間外勤務時間が過去 5か

年の平均 133 時間を上回ら

ないよう取り組む 

総務部 

関係部局 

○縮減対策の徹底     

・時間外勤務の縮減 

１人平均 133 時間以下 

    

  

取組状況 

○各グループ班長が時間管

理を徹底 

○時間外勤務縮減キャンペ

ーンの実施 

・（省エネ節電に合わせて）

7～9 月、11 月実施 

 

（継続実施） 

 

（継続実施） 

・7 月､11 月実施 

 

 

（継続実施） 

 

（継続実施） 

・7 月、11 月実施 

 

 

（◎継続実施） 

 

（◎継続実施） 

・7 月、11 月実施 

  ・毎月 1 日以上の「グ

ループ定時退庁日を

増設 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

「時間外勤務縮減キャンペ

ーン」等を実施することで、時

間外勤務縮減意識の徹底を図

った。 

 

時間外勤務

1 人平均 
133.5 時間 135.3 時間 139.8 時間  

４５ 

特殊勤務手当の見直

し  

○日額手当については、平成

25 年度の実施を目標に、支

給基準・支給額等を見直し 

○月額手当については、平成

26 年度の実施を目標に、日

額化等に向けて見直し 

総務部 【日額手当関係】 

○検討・組合交渉 

 

 

【月額手当関係】 

○検討・組合交渉 

 

○見直しの実施 

 

 

 

 

 

○見直しの実施 

 

  ・日額手当の改定 ・月額手当の改定  

  

取組状況 

○特殊勤務手当の見直しに

関する方向性等について

検討 

○25 年 4 月実施に向けて、

日額手当の見直しを検討

○26 年 4 月実施に向けて、

月額手当の見直しを検討

○日額手当について見直しを

実施（4月実施） 

○26 年 4 月実施に向けて、

月額手当の見直しを検討 

 

 

○月額手当について見直し

を実施（4月実施） 

＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

特殊勤務手当について全体

的な見直しを実施。 

 



２８ 

 

番号 重点改革項目 改革内容の要旨 所管部局 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度～ 

４６ 

技能労務職員の給与

の見直し 

○技能労務職員の総人件費に

ついて、職員定数の適正化

等に併せ、平成 24 年度から

給与制度の見直しも行うこ

とにより、平成 19 年度比で

2割を上回る削減 

総務部  

 

○検討・組合交渉 

 

  

○見直しの実施 

   

 ・適用給料表の変更を始めと

する制度の改定 

   

  

取組状況 

○技能労務職員の適用給料

表等について検討し、職

員組合と交渉 

○技能労務職員の適用給料

表等について見直しを実

施（4月実施） 

○平成24年度の技能労務職

員の総人件費について、

平成19年度比で2割を上

回る削減を実施 

 19 年度：62.5 億円 

    ↓ 

 24 年度：48.7 億円 

 （△13.8 億円、△22.1%）

 ＜第五次行革大綱の計画期間

中の成果＞ 

技能労務職員の適用給料表

について、24 年 4 月に見直しを

実施。 

 

人員削減 


